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　北海道は日本にとって主要な食糧生産基地である。また、道で生産される畜水産食品は北海道経済における重要な資源でもあ
る。このため、道産畜水産食品の安全性を確保することは道にとって重要な課題である。より高い安全性を証明するには、動物用
医薬品検査の品目増加など検査体制の強化を図っていく必要がある。また当所では食肉衛生検査所のスクリーニング検査で陽性と
なった検体を受け入れ残留する薬剤の確認分析を行っているが、確認を確実なものにするため、機器分析可能な動物用医薬品の品
目を増加させていく必要がある。
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調査

北海道食品衛生監視指導計画

初年度

　スクリーニング法として物質の抗菌性を直接評価する微生物学的簡易検査法や分別推定法では、どの薬剤が残留しているかを具
体的に確認することはできない。このため陽性検体の含有物がポジティブリストに記載されている薬剤かどうかの判定が必要であ
り、その同定と定量につとめることとされている。また、これらの手法では、幾つかの薬剤において、検出下限値が求められる基
準よりも高くなってしまう。こうしたことから、畜水産食品の安全性をより向上させるためには、多くの動物用医薬品を迅速に定
量できる機器分析法による検査体制の整備が必要である。
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次々年度以降

LC/MS/MSによる畜水産食品中の抗生物質等試験法の検討

・研究ニーズ（重要性・緊急性）

平成２７年度　事前評価調書
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）800
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H29年度

○成果の活用策（成果の活用の可能性）

・道が取り組む必要性（道が取り組む必要性）

分析法の決定と妥当性評価、実試料での試行、および、結果のとりまとめ

得られた成果は報告書、学術論文等にまとめ、学会、関連行政機関、試験研究機関等に公表し、食の安全・安心確保のための基礎
資料として活用する。また、従来の微生物検査法による検査法から一部でも機器分析に切り替えることができれば、より詳細な安
全性データを国や道民に提供することが可能となる。

【説　明】

・これまでの研究成果・知見、外部機関の知見等の活用の考え方

(A)優れている。　　　　　　　(B)良好、適切である。　　(C)やや劣っている。見直しが必要。　

【個別評価】 　研究課題の適切性 　研究計画の適切性
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対象薬物の絞込みと、LC/MS/MS分析条件（MRM条件等）、試験液調製法の検討。

【自己評価】

研究担当者

）

研究課題名

分析研究

○研究内容（研究目的及び研究内容の適切性）

　抗生物質等の分析法は多くの既報が出されているが、処理が煩雑であったり、いくつかの薬剤で添加回収率が低いなど、全ての
薬剤を網羅できる分析法はまだないのが現状である。また、気候や家畜等の飼育環境の違いにより、使用される薬剤も地方により
変わる。このため、既報をそのまま道で用いることは難しい。しかしながら、既報で論じられた抽出や精製のデータは非常に有用
である。こうしたデータを収集し、取捨選択を行って方針を固めることで効率的な研究が可能と考える。

・関係機関等との連携・役割分担（国等の研究機関、民間企業との連携・役割分担）

○研究背景

(a)極めて高い、適切である。  (b)高い、適切である。 　 (c)低い、改善の余地がある。

○研究目的

（

【総合評価】 【意　見】

H29 400 400

本研究は機器分析を用いた抗生物質等試験法の拡充と強化を目的としており、得られた成果は行政試験など日常の検査
業務や、微生物学的スクリーニング試験法の高精度な確認試験に活用することが期待できることから、食の安全・安心
を確保するために道としても優先的に取り組む必要がある。

ａ・ｂ・ｃ

本研究は、道内産畜水産食品の更なる安全確保のための試験法を確立する重要な研究課題であり、道が優先的に取り組
む必要がある。

　道が取り組む必要性 　成果の活用の可能性

　当所でまだ機器測定の対象薬剤となっていない抗生物質について、現行のLC/MS/MS一斉分析法への組み込みの可能性も含め、試
験法の検討を行う。完成した試験法については妥当性評価および実試料での試行を行う。

H28年度

（一財

　当所単独で取り組む予定であるが、必要に応じて全国の地方衛生研究所等と情報交換を行う。
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次年度

400

年度

○年次別目標（研究計画の適切性）
主な目標（項目） 年次等

　高感度・高選択性を有するLC/MS/MSを用いた各種抗生物質等の分析法の確立と微生物学的スクリーニング法による陽性検体への
迅速で高精度な確認検査体制の構築を目的とする。

衛研一般２８０２

各種施策等との関連性

人

　平成15年の食品衛生法の改正により、食品の残留農薬等に対してポジティブリスト制に基づく新たな基準値が設定され、リスト
に記載のない薬剤については一律基準値の適用が示された。また、食品衛生法は、ポジティブリストに記載されたものを除き、食
品は「抗生物質や合成抗菌剤を含有してはならない」と定めている。しかし、どこまでのレベルを持って「含有してはならない」
とするかは明確でなく、多くの検査機関ではこれに一律基準値を適用している。このような背景から、検査機関には、制度導入前
よりも多くの種類の薬剤について、より低濃度まで検出する能力が求められている。
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全体所要額
研究期間及び
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共同研究期間
（協力機関）
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研究区分 試験

北海道立衛生研究所
食品保健Ｇ主幹   西村一彦
主査（動物用医薬品）橋本　諭
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